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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の社会的背景 

我が国では、少子化が急速に進んでいる⼀方で、⺟親の就労率が上昇し、子ども・
子育て支援が質・量ともに不⾜している現状にあります。また、子育て家庭における
孤⽴感と負担感の増加とともに、都市部を中心とする保育所等の待機児童等が深刻な
問題となっています。 

このような子どもと子育てをめぐる社会的背景のもと、国は平成 24 年（2012 年）
8 ⽉に「子ども・子育て支援法」をはじめとする子ども・子育て関連３法を成⽴させ
ました。これらの法に基づく「子ども・子育て支援新制度」が平成 27 年度（2015
年度）から施⾏されています。 

村では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成 17 年（2005 年）に「次世代
育成支援対策推進⾏動計画（前期）」を、平成 22 年に「次世代育成支援対策推進⾏動
計画（後期）」を策定し、子育て支援施策や教育・保育事業の充実に努めてきました。
また、平成 27 年には、子ども・子育て支援法に基づき「榛東村子ども・子育て支援
事業計画（第１期計画）」を策定し、幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育
て支援事業の量の⾒込み、提供体制の確保の内容及びその時期等を定めることで、教
育・保育事業に対するニーズに応えていくための体制づくりを進めてきました。 

そしてこのたび、第１期計画の改定時期を迎え、村では「子ども・子育て支援法」
の改正や「ニッポン⼀億総活躍プラン」、「子育て安心プラン」の内容を踏まえた『榛
東村子ども・子育て支援事業計画』の第２期計画（令和２年度〜令和６年度）を策定
し、さらなる少子化の進⾏や⼥性の就業率の上昇に伴う保育需要の拡⼤等、社会情勢
やニーズの変化を施策に反映させていきます。 
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２ 計画の位置づけ 

２－１ 計画の法的根拠 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条第１項に基づく「市町村子ども・子育て
支援事業計画」に該当するものです。 

本計画には、改正次世代育成支援対策推進法第８条において、市町村の努⼒規定と
して定められている「市町村⾏動計画（次世代育成支援⾏動計画）」を包含します。 

 

２－２ 計画の位置づけ 

本計画は、榛東村総合計画の分野別個別計画に位置づけられます。 
本計画は、子ども・子育て支援法をはじめとする関連の法律、群⾺県子ども・子育

て支援事業計画、本村の関連計画、関連分野との整合並びに連動を図っています。 
本計画は、子育て支援に関する施策の基本的方向を⽰すものであり、住⺠をはじめ、

保育園、認定こども園、幼稚園、学校、事業者、関係団体、⾏政がそれぞれの⽴場に
おいて、子どもの育ちと子育て家庭の支援に取り組むための指針となるものです。 

  

榛東村総合計画 

子ども・子育て支援法 

改正次世代育成支援 
対策推進法 

本計画  
健康づくり計画 
障害者計画 
障害福祉計画・障害児福祉計画 
地域福祉計画 

 

福祉分野の主な関連計画
等 

教育、保健・医療・福祉、 
都市整備、防災、 
安全対策等 

関連分野 

群馬県子ども・子育て 
支援事業計画 
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３ 計画期間 

本計画は、令和２年度から令和６年度の５年間を計画期間とします。 
 

４ 策定体制 

４－１ 子ども・子育て支援会議 

本計画の策定にあたって、子ども・子育て支援法第 77 条第１項に基づく「榛東村
子ども・子育て会議」の場で内容等の審議を⾏いました。当会議は、村内の保護者や
子ども・子育て支援事業者、学識経験者等により構成され、村における特定教育・保
育施設の利⽤定員の設定、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確
保等、業務の円滑な実施に関する計画を作成する機関です。 

 

４－２ アンケート調査の実施 

計画策定にあたり、榛東村における教育・保育・子育て支援の「量の⾒込み」を把
握・算出する必要があるため、住⺠の教育・保育・子育て支援に関する「現在の利⽤
状況」や「今後の利⽤希望」についての調査を実施しました。 

 

４－３ パブリックコメント 

村⺠から広く意⾒を得て計画策定を進めることを目的とし、パブリックコメント
（意⾒募集）を実施しました。 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 統計データからみた現状と課題 

１－１ 人口の状況 

（１）総人口の推移 

①中長期的にみた人口の推移 

本村の総人口は、平成 17 年以降横ばいで推移していますが、年少人口・⽐率とも
減少傾向にあります。 

 

■年齢３区分別の人口の推移（国勢調査人口） 

 

2,319 2,248 2,128 1,907

9,023 9,475 9,417
9,025
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（人）

資料：国勢調査(各年10月１日)※1 総人口は年齢不詳を含む
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②近年の人口の推移（住民基本台帳人口） 

平成 27 年以降の人口は、総人口、年齢３区分ともに横ばいで推移しています。 

 

■年齢３区分別人口の推移（住民基本台帳人口） 

 

  

1,965 1,937 1,927 1,961 1,933 

9,326 9,210 9,159 9,075 8,990 

3,355 3,450 3,543 3,630 3,703 

14,646 14,597 14,629 14,666 14,626 

13.4 13.3 13.2 13.4 13.2 

0.0
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(0～14歳)

年少人口比率

資料：住民基本台帳（各年４月１日）
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（２）児童人口の推移 

①児童人口の推移（18 歳未満） 

児童人口（18 歳未満）は、平成 28 年以降、横ばいで推移しています。さらに、年
齢区分別でみると、５歳未満の人口が増加傾向にあります。 

 

■18 歳未満の人口の推移（住民基本台帳人口） 

 

 

■５歳未満の人口の推移 

 

  

303 333 354 384 357

374 357 343 353 391

413 398 390 389 379
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資料：住民基本台帳（各年４月１日）
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（３）出生数の推移 

出⽣数の推移をみると、平成 26 年度は 92 人でしたが、平成 27〜29 年度の間は、
年間 115 人前後で推移し、平成 30 年度は 101 人となっています。 

 

■出生数の推移 
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資料：榛東村調べ（各年度４月１日～３月31日）
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１－２ 世帯の状況 

（１）世帯数の推移 

⼀般世帯数※1 の推移をみると、平成 12 年には 3,848 世帯でしたが、平成 27 年に
は 4,859 世帯となり、15 年間で約 1,000 世帯増加しています。 

また、近年の世帯数（住⺠基本台帳）の推移をみると、毎年 100 世帯程度の増加が
続いています。 

１世帯当たりの世帯人員は減少しており、世帯の小規模化が進んでいます。 

■世帯数の推移（国勢調査） 

 

■世帯数の推移（住民基本台帳） 

 

 

※1 一般世帯：住居と生計をともにしている人々の集まりで持ち家や借家等の住宅に住む世帯、下宿や会

社の独身寮に住む単身者 

3,848
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3.36
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一般世帯数（世帯） １世帯あたり人員（人） 資料：国勢調査(各年10月1日）
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資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（各年１月1日）

（世帯） （人／世帯）
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（２）子どものいる世帯 

６歳未満世帯員のいる⼀般世帯、18 歳未満世帯員のいる⼀般世帯ともに、平成 22
年から平成 27 年にかけて減少しています。 

 

■６歳未満・18 歳未満世帯員のいる世帯数 
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（３）ひとり親世帯 

18 歳未満世帯員のいる世帯の家族類型をみると、「両親と子ども世帯」の割合が高
く、「三世代世帯（両親と子どもと祖⽗⺟・他の親族を含む同居世帯）」の割合が減少
しています。 

また、「ひとり親と子ども」は、６歳未満での割合は減少していますが、18 歳未満
での割合は増加しています。 

 

■世帯類型別の割合 
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１－３ 女性の就労状況 

⼥性の年齢区分別の就業率について、平成 22 年と平成 27 年を⽐較すると、20〜
24 歳と 45〜49 歳を除き、各年齢区分ともに上昇しています。 

 

■女性・年齢区分別就労率 
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資料：国勢調査（各年10月１日）
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２ アンケート調査の概要 

（１）調査の目的 

調査は、本計画の策定にあたり、子育て中の村⺠の現状や意⾒、子育て支援に関す
るニーズ等を把握し、村や国・県の子ども・子育て支援施策の検討に利⽤することを
目的として実施したものです。 

  

（２）調査の種類・概要 

①調査地域 

・村全域 
 

②調査対象者 

・村内在住の就学前児童（乳幼児）を養育する保護者（以下「就学前」という） 
・村内在住の小学校児童を養育する保護者（以下「小学⽣」という） 
 

③調査の実施時期 

・平成 30 年 11 ⽉ 
 

④調査方法 

・郵送による配布、回収 
 

⑤調査の回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

就 学 前 599 票 312 票 52.1％ 

小 学 生 586 票 293 票 50.0％ 

 

※調査結果の概要（抜粋）は、資料編に掲載。 
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第３章 子ども・子育て支援の基本的な考え方 

１ 基本理念 

子ども子育てに関する法制度は、子どもを取り巻く社会環境や時代に合わせて⾒直
されますが、子育てに関する基本的な考え方に⼤きな違いはないことから、第１期計
画の理念や基本目標を引き継ぐものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜基本理念＞ 

たくましい 
子どもたちを育てる 

あたたかい 
むらづくり 

 子育ち 

子どもたちが健やかに 
育ち、⾃⽴するむら 

親育ち 

親が安心して子どもを 
産み、育てられるむら 

共育ち 

地域が子どもと子育ち
を応援するむら 
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２ 基本目標 

 

基本目標１：子どもたちが健やかに育ち、自立するむら（子育ち）      

すべての子どもが尊重され幸せに育つよう、子ども⾃らの成⻑を応援し、子どもの
視点を⼤切にした取組を推進します。 

 

基本目標２：親が安心して子どもを産み、育てられるむら（親育ち）     

就労子育て家庭のみならず、在宅子育て家庭への支援など、子どもを養育するすべ
ての保護者が、ゆとりと愛情をもって子育てできることを応援する取組を推進します。 

 

基本目標３：地域が子どもと子育ちを応援するむら（共育ち）            

保護者が孤⽴することのないよう、地域の様々な社会資源を活⽤することで、地域
のネットワークを強化し、明るい子育ての環境づくりを推進します。 
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３ 施策の体系 

基本目標１ 子どもたちが健やかに育ち、自立するむら（子育ち） 

１－１  
子どもがいきいきと遊べる環境 
づくり 

（１）遊びの機会と場づくり 

１－２  
力を育む教育・学習の推進 

（１）幼児期の学校教育の充実 

（２）学校教育の充実 

（３）地域教育・学習の充実 

（４）家庭教育の支援 

１－３  
子どもの人権の尊重と自立支援 

（１）子どもの人権の尊重 

（２）子どもの相談体制の充実 

（３）子どもの社会への参画 

 

基本目標２ 親が安心して子どもを産み、育てられるむら（親育ち） 

２－１ 
ゆとりのある子育て環境づくり 

（１）男⼥共同による子育ての促進 

（２）子育て交流 

２－２ 
子育て家庭への社会的な支援 

（１）多様な保育サービスの充実 

（２）学童保育の充実 

（３）子育て家庭への各種支援制度の充実 

（４）障害のある子どもや家庭への支援 

（５）ひとり親家庭への支援 

（６）相談・情報提供の充実 

２－３ 
母と子の健康づくり 

（１）⺟と子の健康づくり支援の充実 

（２）思春期保健対策の推進 

（３）保健・医療体制の充実 

 

基本目標３ 地域が子どもと子育ちを応援するむら（共育ち） 

３－１ 
安全で安心な環境づくり 

（１）交通安全・防犯対策の推進 

３－２ 
子育てしやすい居住環境づくり 

（１）子育てにやさしい環境の整備 

３－３ 
子育ての地域ネットワークづくり 

（１）地域の結びつきの強化 

（２）家庭と地域で取り組む児童の健全育成 
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第４章 子ども・子育て支援策の展開 

１ 子どもたちが健やかに育ち、自立するむら（子育ち） 

１－１ 子どもがいきいきと遊べる環境づくり 

子どもたちが安心して家から出て遊ぶことができる地域環境づくりを進めます。 
また、やすらぎの場、交流の場、人間形成や情緒面の発達の場として、子どもたち

の居場所が確保できるよう、構想段階で住⺠の声を反映させながら整備をしていきま
す。 

（１）遊びの機会と場づくり 

主な施策 取組内容 担当 

公園・子どもの
遊び場の整備 

・「保育園や認定こども園（以下、保育所等という。）」におい
て遊具の点検を実施し、必要に応じて修繕や撤去等を実施して
いきます。 

住⺠⽣活課 

・幼稚園及び小学校においては、毎年遊具点検を実施し、遊具の
安全確保を図ります。 

教育委員会事務局 

・公園等の遊具の安全確保を図るため、毎年度遊具点検検査を⾏
い、必要に応じて遊具の修繕を⾏います。 

産業振興課 
建設課 

地域における
子どもの居場
所づくり 

・コミュニティセンターや地区の集会所等を活⽤し、子ども会の
活動場所として、子どもの遊び場や居場所の確保を図ります。 

総務課 
教育委員会事務局 

・児童館では、時節に合わせたイベントを実施し内容の充実を図
っています。 

・施設の⽼朽化が進んでいることから、整備に努めます。 
住⺠⽣活課 

・保護者･地域住⺠と連携し、体育館や運動場等の学校施設を子ど
もの遊び場として有効に活⽤します。 

教育委員会事務局 

放課後・土曜日
の子どもの居
場所づくり 

・年間 40 回（各校 20 回ずつ）を目標に、低学年を対象にした放
課後子ども教室を開催しているほか、年間数回小・中学⽣を対
象に料理教室等を開催しています。 

・学習や遊びの内容を工夫するなど、充実を図ります。 

教育委員会事務局 

・放課後及び土曜日の児童の健全育成の場として、学童保育所の
充実を図ります。 

住⺠⽣活課 
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１－２ 生きる力を育む教育・学習の推進 

子どもの学ぶ意欲と基礎学⼒の向上を図ります。また、いじめや不登校をなくし、
子どもの豊かな心と健やかな身体の育成、障害のある子どもの教育の充実を図ります。 

また、保護者や地域住⺠の協⼒のもと体験活動や、⽗親の家庭教育への参加など家
庭教育の充実促進を図ります。 

 

（１）幼児期の学校教育の充実 

主な施策 取組内容 担当 

環境の充実 

・園庭の環境・遊具の安全確保を図るともに、幼児の体幹や運動
能⼒向上につながるよう、外での遊びを中心に教師が率先して
身体を動かし遊びを楽しめるよう、教師がともに身体を動かし
ながら環境の充実を図っていきます。 

教育委員会事務局 

家庭等の連携 

・園・クラスだより等による情報発信、保護者のニーズや状況に
配慮した対応が図れるよう、懇談会、授業参観等により、家庭
との連携を強化します。 

教育委員会事務局 

幼 稚 園 や 保 育
所 等 と 小 学 校
との連携 

・小学校と連携を図るため、アプローチカリキュラムを作成し、
就学前の幼児の姿がわかりやすくつながるようにしています。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

教 職 員 の 研 修
の充実 

・幼児教育の充実をめざし、チーム保育、教員の園内・園外研修
の充実などを図ります。 

教育委員会事務局 
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（２）学校教育の充実 

主な施策 取組内容 担当 

学ぶ教育と基
礎学⼒の向上 

・教育研究所を中心に、村内の教育課題の解決や、教員の研究活
動や研修の充実を図ります。 

教育委員会事務局 
・学校支援センターを設置し、学校の求めに応じてボランティア

を紹介しています。 
・コミュニティスクールを導入するとともに、地域学校共同本部

を⽴ち上げ、地域と学校とをつなぐ役割を強化し、人材活⽤を
促進します。 

学ぶ意欲と基
礎学⼒の向上 

・祖⽗⺟参観等、異なる世代との交流を進めるとともに、福祉体
験教育や環境教育を進めます。 

教育委員会事務局 
・⽣徒指導・教育相談部会等の充実を図るとともに、講演会や教

員研修を実施し、いじめのない学校づくりを進めるとともに、
不登校対策の充実を図ります。 

・道徳教育に係る専門家を招いた講演会の開催、校内研修及び授
業の工夫・改善を図ります。 

健やかな身体
の育成 

・栄養教諭・学校栄養士の学校訪問による指導を⾏うとともに、
地元農家との交流や新たな献⽴の開発等により地産地消の取
組を進め県産⾷材の利⽤率向上に努めます。 教育委員会事務局 

・各校において策定した「体⼒向上プラン」に基づき、計画的に
取組を進めます。 

障害のある子
どもへの教育
的支援 

・特別な支援を必要とする子どもの受け入れに対して、専門的な
機関との連携、⼀人ひとりに寄り添い適切な対応を⾏っていけ
るよう、学級補助員等の人的配置等を進めます。 

教育委員会事務局 ・障害の程度や園児・児童・⽣徒⼀人ひとりのニーズに対応して
適切な教育的支援を⾏う特別支援教育の推進を図ります。 

・発達障害者支援法に対応し、支援員を配置するなど、専門的な
指導の充実を図ります。 

学校教育施設・ 

設備の充実 

・学校施設は災害発⽣時には避難所も兼ねることから、校舎の耐
震化、土砂災害や水害対策等、防災対策の充実に努めます。 

教育委員会事務局 
・学校施設・設備の計画的な整備・充実を進め、教育環境の向上

を図るとともに、必要に応じて⻑寿命化計画を含めた更新を図
ります。 

・学校のバリアフリー化を進めます。 
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主な施策 取組内容 担当 

地域とともに
ある学校づく
り 

・各学期に学校公開日を設け、保護者等に向けた授業公開によっ
て学校教育への理解を促進します。 

教育委員会事務局 
・社会体育の場としての活⽤等、地域とともにある学校づくりを

進めます 
・小中学校へのＡＬＴ配置やオンライン英会話の導入、タブレッ

トＰＣを活⽤した授業実践等、特色ある学校づくりを進めてい
きます。 

榛東村教育研
究所の研究・研
修の充実 

・教育講演会や授業研究会の開催等により、教職員の資質向上を
図ります。 

教育委員会事務局 

（３）地域教育・学習の充実 

主な施策 取組内容 担当 

地 域 の 教 育 ⼒
の向上 

・コミュニティスクールを導入するとともに、地域学校共同本部
を⽴ち上げ、地域と学校とをつなぐ役割を強化し、人材活⽤を
促進します。 

教育委員会事務局 
・「榛東村子ども読書活動推進計画」（平成 28 年策定）の推進、

公⺠館における「夏休みおはなし会」「読書カード」事業等を
推進していきます。 

体 験 学 習 の 充
実 

・尾瀬学校の実施、高齢者福祉施設への訪問や障害のある人の講
話を聞いたりするなど交流機会を設け、体験の機会や地域の人
との交流の機会を増やします。 

教育委員会事務局 

スポーツ・レク
リ エ ー シ ョ ン
活動の充実 

・スポーツ少年団の活動の促進、運動場や体育施設の利⽤促進、
各種スポーツイベントの充実を図ります。 

・子どもたちを対象にした「しんとうレクリエーションスポーツ
フェスタ」を開催します。 

教育委員会事務局 

子 ど も 会 の 活
性化 

・子ども会の⾏事や資源ごみ回収活動等を通じて、子ども同士や
地域の⼤人とのつながりをもてる子ども会活動の活発化を促
進します。 

住⺠⽣活課 

 

（４）家庭教育の支援 

主な施策 取組内容 担当 

家 庭 教 育 に 関
す る 学 習 の 機
会の充実 

・子育て講演やワークショップ等を盛り込んだイベント「しんと
うママフェス」を実施し、保護者の学習機会の充実を図ります。 

教育委員会事務局 
・家庭教育支援チームほっこりん等、親同士の交流機会の充実を

図ります。 
家 庭 教 育 に 関
す る 情 報 提 供
の充実 

・家庭教育に関して、地域子育て支援センター（幼稚園や保育所
等に開設）による育児相談等を通じた情報提供の充実を図りま
す。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 
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１－３ 子どもの人権の尊重と自立支援 

我が国においては、「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」が平成６（1994）
年４⽉に批准されました。この条約では、従来の受け身的な保護の対象として捉える
のではなく、権利の主体は子どもにあり、社会に能動的・積極的に参加する権利があ
るとされています。 

子どもが⾃らの意志を表明し、様々な経験を積むことは、子どもが社会性を身につ
け、⾃⽴をしていく上で、⼤きな役割を果たすことになることから、子どもたちの意
⾒を尊重したむらづくりを進めていきます。 

（１）子どもの人権の尊重 

主な施策 取組内容 担当 

児童の権利に
関する条約の
普及・啓発 

・児童の権利に関する条約の普及・啓発に向けて、ポスター掲⽰
やチラシの配布等の普及・啓発活動を継続します。 

・教員対象の研修会、情報の提供及び広報活動の充実を図ります。 
教育委員会事務局 

児童虐待防止
法の周知 

・広報、回覧板、ホームページ、オレンジリボン運動の推進等に
より、児童虐待防止法の周知を図ります。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 

⼈権意識の醸
成 

・人権週間の取組やいじめ防止子ども会議の開催、ふだんの授業
における指導等、前教育活動を通して人権教育を推進します。 

・児童虐待やいじめ対策等、職員研修等を通じて、人権を尊重す
る心を養う保育、教育の徹底を図ります。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

虐待防止ネッ
トワークの充
実 

・教育委員会、小・中学校、児童相談所、警察等からなる虐待防
止ネットワークの連携の強化を図り、虐待の防止を図ります。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 
教育委員会事務局 

・住⺠⽣活課を総合窓口としながら、相談内容に応じて、各課へ
の橋渡しを⾏います。 

・「要保護児童対策地域協議会」の運営（年１回代表者会議、毎
⽉１回実務者会議、随時ケース会議）の充実を図ります。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 
教育委員会事務局 

子ども家庭総
合支援拠点の
設置促進 

・児童等に対する必要な支援を⾏うため、児童虐待防止対策体制
総合強化プランに基づき、「子ども家庭総合支援拠点」の設置
を検討します。 

住⺠⽣活課 
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（２）子どもの相談体制の充実 

主な施策 取組内容 担当 

学 校 の 相 談 体
制の充実 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置・
派遣するとともに、各校教育相談主任を中心に気軽に相談でき
る体制の構築を推進します。 

教育委員会事務局 

 

（３）子どもの社会への参画 

主な施策 取組内容 担当 

地域や社会に
関する学習の
機会の充実 

・社会科公⺠的分野を中心に、子どもや⼥性、勤労者、住⺠の権
利や、住⺠の義務等についての学習機会を設けます。 

・各教科・領域・学校⾏事等において地域で体験活動を⾏う機会
を増やし学習内容の充実を図ります。 

教育委員会事務局 

地域コミュニ
ティ活動への
子どもの参画
の促進 

・保育所等において和楽器体験や茶道体験等を実施し、地域コミ
ュニティとの関わりの機会を提供します。 

・学校で伝統芸能を披露するなど、地域活動へ参加するきっかけ
づくりを広げていきます。 

住⺠⽣活課 

子どもの意⾒
発表や⾃主的
活動機会の充
実 

・子ども議会の実施など、児童・⽣徒たちのむらづくりに対する
質問・意⾒等を聞く機会を設けます。次代を担う子どもたちの
多様な意⾒の発表の場の充実を図ります。 

・「村づくり祭」において、中学⽣ボランティアを募集し、実際
に活動してもらう機会を設けます。村や地域の様々なイベント
に⾃主的な参加を促進していきます。 

教育委員会事務局 
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２ 親が安心して子どもを産み、育てられるむら（親育ち） 

２－１ ゆとりのある子育て環境づくり  

「仕事と⽣活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）とは、仕事も⽣活も⼤切にす
ることで、仕事の質、⽣活の質の両方をより高めることをめざす取組です。近年では
「働き方改革」が推進され、個々の働き方が変わりつつあります。 

しかしながら、家庭における子育ての主要な担い⼿は、⺟親であるのが現状です。
また、少子化や核家族化、地域コミュニティの希薄化により、家庭における子育て⼒
が低下しています。 

子育てしながら働きやすい環境の整備や、再就職の支援、家庭における男⼥の役割
分担の⾒直しを通して、男⼥がともに子育てに参画し、子育ての⼤切さや楽しさを理
解できるよう啓発をしていきます。 

（１）男女共同による子育ての促進 

主な施策 取組内容 担当 

男⼥共同参画
社会基本法の
周知 

・男⼥がともに家族の構成員として互いに協⼒していくことを
定めた男⼥共同参画社会基本法や、男⼥参画基本計画につい
て、ホームページ等を通じて周知を図ります。 

住⺠⽣活課 

父親の育児参
加の促進 

・ＰＴＡ活動や奉仕作業、⾏事への参加や親子遠⾜、親子オリ
エンテーリング等への参加を呼び掛けるなど、男⼥共同によ
る子育てを促進します。 

・幼稚園等でのふれあい参観や奉仕作業、夏祭りの準備等を通
じて⽗親同士の活動につなげます。 

・男性の料理教室等への、子育て世代の男性に対して参加を促
進します。 

教育委員会事務局 

・両親学級の開催や、⽗親となる男性に対して沐浴実習への参
加を呼び掛けます。 

健康保険課 
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（２）子育て交流 

主な施策 取組内容 担当 

保護者の交流
と学び合いの
場の提供 

・子育て支援事業の周知と、他園での取組の情報収集等を⾏い、
交流の場を充実を図ります。 

・すくすく教室を⽉１回開催、栄養相談やリトミック、ベビーマ
ッサージを実施し、保護者の交流を図ります。 

健康保険課 

・働く親に合わせて、ＰＴＡ活動や⾏事の⾒直し、質的な交流の
充実を図ります。 

・幼稚園の園庭を開放し、保護者の交流の場として提供を⾏い、
また、園内の子育て支援センターでの交流を図ります。 

教育委員会事務局 

・⺠⽣委員・児童委員等の協⼒を得ながら、子育て交流サロンを
開催します。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 

交流スペース
の提供 

・地域の協⼒を得ながら、地域の交流スペースとして、幼稚園等
の活⽤を図ります。 

教育委員会事務局 

・乳幼児と保護者を対象に、季節の遊びや親子での活動、育児相
談等、保育園・認定こども園、保育園のノウハウを活かした子
育て支援事業（子育て支援センター）を⾏います。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P40 参照）】 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 
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２－２ 子育て家庭への社会的な支援 

相談・情報提供、保育サービスの充実に努めるとともに、保護者の経済的負担の軽
減を図る各種の支援や障害ある子どものいる家庭や増⼤するひとり親家庭等、家事や
子育ての援助が必要な家庭への支援を図ります。 

（１）多様な保育サービスの充実 

主な施策 取組内容 担当 

保育サービスの量
の確保・整備充実 

・保育所等の施設や設備の整備・充実を促進します。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P38・39 参照）】 

住⺠⽣活課 

乳児保育事業 
・⽣後８週からの受け入れ、年度途中の乳児の入所に対応でき

るよう、保育士の確保に努めます。 
住⺠⽣活課 

延⻑保育事業 

・多様な就労形態等による保育需要に対応して、延⻑保育事業
を、村内の保育所等において実施します。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P43 参照）】 

住⺠⽣活課 

一時保育事業 

・育児疲れや急病、短時間勤務等による⼀時的な保育の需要に
対応し、就学前の児童を預かる事業で、村内の保育所等で実
施します。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P42 参照）】 

住⺠⽣活課 

預かり保育 
・幼稚園の在園児に対して時間外預かり保育を⾏います。 

【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P42 参照）】 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

病児保育事業 

・就学前の子どもが病気⼜は病気の回復期のときで、保護者の
就業等の理由によって家庭での保育が困難な場合に医療機関
等で実施する事業です。村内の病後児保育施設のほか、近隣
市町村の医療機関とも連携して実施します。 

・病児保育事業を利⽤した場合、その利⽤料の⼀部について助
成します。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P43 参照）】 

住⺠⽣活課 

ショートステイ事
業 

・ニーズを踏まえながら、実施に向けて検討します。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P42 参照）】 

住⺠⽣活課 

保育士研修の充実 
・保育士の専門性の向上を図るため、各種研修の情報提供や、

研修に参加しやすい環境づくりに努めます。 
住⺠⽣活課 

産前・産後サポー
ト事業 

・育児不安を抱えていたり、体調の回復が⼗分でない産前・産
後の⺟親に対し、援助者が⾃宅を訪問し、家事や育児を⾏う
もので、心身両面からの援助を目的としたサービスです。 

・チラシ・広報等による周知を図ります。 

住⺠⽣活課 

ファミリー・サポ
ート・センターの
利⽤促進 

・おおむね⽣後３か⽉〜15 歳までの子どもを対象に会員制で
育児の相互援助活動を⾏う、ファミリー・サポート・セン
ターの利⽤促進を図ります。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P45 参照）】 

住⺠⽣活課 

障害児保育の充実 
・障害のある子、発達の気になる子の適切な受け入れを、幼稚

園や保育所等に対して協⼒を求めていきます。 
住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 
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（２）学童保育の充実 

主な施策 取組内容 担当 

定員の確保 
・村内の学童保育所において、地域の保育需要に応じた定員の確

保に努めます。 
住⺠⽣活課 

放 課 後 子 ど も
教室 

・子どもたちの放課後の時間に、宿題のほかに、昔遊びや工作、
論語学習を通して交流することにより、豊かな体験を培いま
す。遊び・交流の内容のさらなる充実を図ります。 

教育委員会事務局 

 

（３）子育て家庭への各種支援制度の充実 

主な施策 取組内容 担当 

幼児教育・保育
の無償化 

・令和元年 10 ⽉から、国の幼児教育・保育の無償化が開始され、
幼稚園や保育所等の利⽤料の⼀部が無償とします。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

医 療 費 助 成 の
実施 

・令和２年４⽉から、高校 3 年⽣相当までの子どもを対象に、医
療費（保険適⽤分）の⼀部を助成します。 

健康保険課 

経 済 的 支 援 の
充実 

・18 歳以下の子どもが３人以上いる場合、第３子以降の子ども
を対象に村内の幼稚園や保育所等の保育料を免除するととも
に、村内の小中学校、幼稚園、保育所等の給⾷費を無償としま
す。 

・満 3 歳未満児を対象に保育料の⼀部を村独⾃に補助していま
す。 

・小学校６年⽣までの子どもを養育している保護者を対象に、児
童⼿当を支給するほか、国・県等の経済的な支援制度の利⽤を
促進します。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

 

（４）障害のある子どもや家庭への支援 

主な施策 取組内容 担当 

早期療養相談・ 

指導等の充実 

・５歳児健診等を⾏い、必要に応じて、療育相談・指導、各園と
の情報共有等、早期療育の充実を図ります。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 
教育委員会事務局 

諸 制 度 の 周 知
徹 底 と 相 談 の
充実 

・関係機関と連携し、障害のある子どもや家庭の支援に関する諸
制度の周知徹底と相談の充実に努めます。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 

国 の 制 度 に 対
応 し た 円 滑 な
サ ー ビ ス の 提
供 

・関係機関と連携し、障害のある子どもに関する諸制度の周知と
利⽤の促進を図ります。 

健康保険課 

医 療 費 の 助 成
の実施 

・各種障害の種類や程度に応じた医療費（保険適⽤分）の⼀部を
助成します。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 
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（５）ひとり親家庭への支援 

主な施策 取組内容 担当 

ひ と り 親 家 庭
の ⾃ ⽴ 支 援 の
促進 

・⾃⽴に向けた相談、就業支援等を⾏うとともに、ひとり親家庭
支援事業等の県実施事業に関する情報提供を⾏います。 

住⺠⽣活課 

ひ と り 親 家 庭
等 へ の 医 療 費
助成 

・ひとり親家庭、⽗⺟のいない子どもについて、18 歳末満の子
ども及びその扶養者の医療費（保険適⽤分）の⼀部を助成しま
す。 

健康保険課 

 

（６）相談・情報提供の充実 

主な施策 取組内容 担当 

利⽤支援 

・教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等の情報提供及
び必要に応じ相談・助⾔等を⾏うとともに、住⺠⽣活課を総合
窓口とし、関係機関との連絡調整等を⾏います。 
【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P40 参照）】 

住⺠⽣活課 

子育て世代 

包 括 支 援 セ ン
ター 

・妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、必要に応じて他の専
門職や関係機関と連携しながら、妊娠期から子育て期までの総
合的な支援を提供します。 

健康保険課 

情報提供・相談
支 援 体 制 の 充
実 

・保健相談センター、地域子育て支援センター、役場窓口等にお
ける相談・情報提供体制の充実を図ります。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

・幼稚園や保育所等において、保護者への情報提供、乳幼児の発
達相談、保護者への相談・助⾔、個人面談、グループ懇談等を
実施します。また、関係機関との連携を強化し、必要に応じて
適切な支援への橋渡しをします。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

・「子育て支援ガイド」の内容の充実を図るとともに、ホームペ
ージの活⽤等を検討します。 

住⺠⽣活課 
健康保険課 
教育委員会事務局 

・児童相談所における 24 時間相談ダイヤルの周知をします。 住⺠⽣活課 

子 育 て の 学 習
の機会の充実 

・親としての子どもの理解と接し方を学ぶ「家庭教育学級（子育
てウィーク）」の充実を図ります。 

教育委員会事務局 

・幼稚園や保育所等における、保育参観、保護者参加型の各種園
⾏事等を通じた子育て学習の機会を提供します。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 ・ＰＴＡ活動・保護者会活動を通じて、主体的に活動する楽しさ

が体験できる取組や組織的な活動を通して社会に貢献できる
喜びを感じる機会を提供します。 
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２－３ 母と子の健康づくり  

少子化の進⾏や家族・地域の社会構造の変化により、妊娠・出産・育児に対する⺟
親の様々な不安や悩みが増加しています。このため、安心して子どもを産み、健やか
に育てることができるよう、子どもと⺟親の健康の増進に取り組んでいきます。 

さらに、思春期の健康課題として、心の健康・喫煙・飲酒・薬物依存・望まない妊
娠・性感染症等に対し、学校保健と連携して思春期保健対策を充実していきます。 

（１）母と子の健康づくり支援の充実 

主な施策 取組内容 担当 

いいお産の促
進 

・出産の正しい知識や心構え等について、「両親学級 (⻭科衛
⽣士、助産師、栄養士、保健師による講話)」等の学習の機会
を提供します。 

健康保険課 

・妊娠届により、⺟子健康⼿帳を交付します。 
・県内医療機関に委託し、妊産婦の健康診査を実施します。 

【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P41 参照）】 

・妊婦とその家族を対象にした相談の充実を図ります。 
・妊婦、新⽣児・産婦訪問を充実します。 

【子ども・子育て支援法に基づく関連事業（第５章 P41 参照）】 

・出産後、委託医療機関で、産婦及び乳児に対して心身のケア
や育児のサポートを⾏います。 

不妊対策の推
進 

・不妊についての相談や不妊治療費の助成等、不妊対策を推進
します。 健康保険課 

・不妊に関する県の支援事業や相談窓口の周知を図ります。 

疾病の予防・ 

早期発⾒ 

・健診の結果等を踏まえ、必要に応じて妊婦及び乳幼児家庭訪
問を実施します。 

健康保険課 ・乳児、１歳６か⽉児、２歳児、３歳児を対象とする健康診査
を充実します。健診結果により必要、また、希望に応じて栄
養相談や発達相談を⾏います。 

心の健康の促
進 

・関係機関と協⼒し、育児相談、ブックスタート等を通して的
確な情報提供や助⾔等を⾏います。 

健康保険課 
・⺟親のストレス抑制や相談活動等により児童虐待の発⽣を予

防します。 
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主な施策 取組内容 担当 

⻭の健康づく
り 

・幼児を対象（１歳６か⽉児、２歳児、３歳児）に⻭科健診を実
施するとともに、フッ素塗布を実施します。 

・２歳６か⽉むし⻭予防相談会を実施し、⻭科診察後にフッ素塗
布を⾏います。 健康保険課 

・各幼稚園に出向き、よくかんで⾷べる教室を開催。⻭科衛⽣士、
管理栄養士による⾷育を含めた講話を実施します。 

・県内の医療機関に委託し、妊産婦⻭科健康診査を実施します。 

「食育」の推進 

・小児⽣活習慣病の予防や望ましい⾷習慣の定着のため、⾷⽣活
改善推進員による「おやこ⾷育教室」等を開催します。 

健康保険課 ・乳幼児健診児に栄養相談の実施、健診の待ち時間に栄養士によ
る講話を実施するなど、幼児健診等の場における、⾷育の充実
を図ります。 

・学校保健と保健相談センター、⾷⽣活改善推進員等との連携を
図り、⾷育の充実を図ります。 

健康保険課 
教育委員会事務局 

 

（２）思春期保健対策の推進 

主な施策 取組内容 担当 

健 康 教 育 の 充
実 

・助産師会の協⼒を得て、「いのちの教室」を実施するなど、発
育段階に応じた適正な性教育に努めます。 教育委員会事務局 

・喫煙・薬物乱⽤防止教育を計画的に実施します。 

思 春 期 相 談 体
制の充実 

・学校教育においては、スーパーバイザー等を活⽤し、児童・制
度の発達特性に合わせた教育相談及び支援を実施します。 

教育委員会事務局 

 

（３）保健・医療体制の充実 

主な施策 取組内容 担当 

保 健 体 制 の 充
実 

・保健相談センターにおける相談（来所・電話）等の充実を図り
ます。 

健康保険課 
・乳幼児健診等の⺟子保健活動に保育士が参加するなど、保健と

福祉の連携を強化します。 
医 療 体 制 の 充
実 

・健康ダイヤル 24 や子育て支援ガイド等を活⽤し、救急医療確
保及び情報提供に努めます。 

健康保険課 
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３ 地域が子どもと子育ちを応援するむら（共育ち） 

３－１ 安全で安心な環境づくり 

子どもを狙った犯罪や交通事故が増加しています。また、子どもを連れて外出する
際に不安を抱えている保護者も多くみられることから、安心して子育てができる環境
づくりを進めていきます。 

（１）交通安全・防犯対策の推進 

主な施策 取組内容 担当 

子 ど も の 交 通
事 故 の な い む
ら づ く り の 推
進 

・幼児・児童・⽣徒に対し、交通安全教室や警察官からの直接指
導の機会を設けるとともに、道路の安全な歩き方等、交通安全
教育の充実を図ります。 

教育委員会事務局 

・ＰＴＡや関係機関等と連携し、通学路の危険箇所の発⾒に努め
るとともに、関係機関で情報を共有し連携を強化します。 

・登下校時の児童・⽣徒の集合場所の点検を実施し、安全確保に
努めます。 

・必要に応じて、通学路の変更等を検討します。 

総務課 
住⺠⽣活課 
建設課 
教育委員会事務局 

ス ク ー ル ゾ ー
ンの整備 

・小学校周辺道路のグリーンベルトの塗布等、スクールゾーン表
⽰の整備を進めるとともに、住⺠への周知を図ります。 

総務課 
建設課 
教育委員会事務局 

子 ど も を 犯 罪
か ら 守 る む ら
づくり 

・通学路等に設置された防犯灯、防犯カメラ、緊急通報装置等の
適切な維持管理に努めます。 

総務課 
住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

・安全・安心メール（小中学校連絡メールシステム）の利⽤登録
の周知を図ります。また、幼稚園、保育所、学童保育所等とも
情報共有が図れるように、メールシステムの充実策についても
検討していきます。 

・各種⻘少年健全育成団体（⻘少推、⻘少健、小中ＰＴＡ、駐在
所連協、少年補導員・安全推進員）による村内定例巡視の実施
や、夏・冬の⻑期休業中の特別巡視を通して、子どもの⾒守り
体制の確保に努めます。 

・各種⻘少年健全育成団体の協⼒を得て「子ども安全協⼒の家」
を整理・開拓し、プレートを刷新するなど、緊急時の子どもを
支援する体制を整え、子どもを⾒守る地域づくりを推進してい
きます。 

 

 

  



30 

３－２ 子育てしやすい居住環境づくり  

子どもや子育て家庭が地域で安心して⽣活できるよう、保育施設や教育施設等の安
全対策を進めるとともに、妊婦や子ども連れ等のあらゆる人が、安心して外出できる
⽣活環境の整備を進めていきます。 

（１）子育てにやさしい環境の整備 

主な施策 取組内容 担当 

子 育 て バ リ ア
フ リ ー 化 の 推
進 

・地域住⺠の要望をもとに計画した歩道のバリアフリー化事業を
進めます。 

総務課 
企画財政課 
住⺠⽣活課 
建設課 
教育委員会事務局 
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３－３ 子育ての地域ネットワークづくり  

子育て家庭だけでなく、高齢者も含めて⾒守りや支え合いにより、安心して暮らせ
る地域づくりを進めるため、地域で知り合う機会を充実し、結びつきを強化します。 

また、子育て家庭が安心して⽣活できる環境をつくるため、村だけでなく、家庭、
保育所、認定こども園、幼稚園、学校、地域住⺠、警察等の関係機関と連携し、子ど
もを犯罪等の被害から守るための取組を推進します。 

（１）地域の結びつきの強化 

主な施策 取組内容 担当 

子育て支援ボ
ランティアの
育成 

・ＰＴＡ活動や、子ども会活動など地域を通して、ボランティア
の育成に努めます。 

教育委員会事務局 ・地域と学校が連携・協働し、地域全体で未来を担う子どもたち
の成⻑を支えていく「地域学校協働活動」を積極的に推進しま
す。 

世代間交流事
業の推進 

・各地域や保育所等・幼稚園・学校等における、昔からの遊びや
⽣活の知恵、地域の伝統文化、田植等の産業文化を伝承する世
代間交流活動を促進します。 住⺠⽣活課 

教育委員会事務局 
・村づくり祭、運動会、文化祭、季節⾏事などのイベントを通し

て、世代間の交流を促進します。 
子どもを⾒守
る地域づくり
の推進 

・挨拶運動を⾏うとともに、地域の子どもを住⺠みんなで育てる
ことの重要性を啓発する取組を促進します。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

 

（２）家庭と地域で取り組む児童の健全育成 

主な施策 取組内容 担当 

児童の健全育
成 

・⻘少年健全育成に関する関係団体の協⼒を得ながら、村内パト
ロールや、インターネットを安全・安心に使うための心構えに
ついて周知を図ります。 

総務課 
住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 

「おぜのかみ
さま」県⺠運動
の推進 

・スマートフォンやインターネットに関連する新たな⻘少年問題
に対応することを目的に「おぜのかみさま県⺠運動」を推進し
ます。 

※「おぜのかみさま」とはインターネットを安全・安心に使うた
めの心構えをまとめた群⾺県で作成した標語です。 

住⺠⽣活課 
教育委員会事務局 
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第５章 子ども・子育て支援制度に基づく目標設定 

１ 子ども・子育て支援制度における給付・事業の全体像 

子ども・子育て支援制度は⼤きく「子ども・子育て支援給付」と「地域子ども・子
育て支援事業」に分かれ、市町村が実施主体とされています。また、教育・保育の無
償化により、施設等利⽤給付が新設され、施設等利⽤費が支給されます。 

■制度における給付・事業の全体像 

子ども・子育て支援給付 
 子どものための教育・保育給付 
  施設型給付 
   幼稚園 
   保育所（園） 
   

認定こども園 

幼保連携型認定こども園 
幼稚園型認定こども園 
保育所型認定こども園 
地方裁量型認定こども園 

  地域型保育給付 
   小規模保育 
   家庭的保育 
   居宅訪問型保育 
   事業所内保育 
 子育てのための施設等利⽤給付（認可外保育施設、預かり保育等の利⽤、未移⾏の幼稚園） 
 子どものための現⾦給付（児童⼿当） 

 

地域子ども・子育て支援事業 
 （１）利⽤者支援に関する事業 
 （２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 
 （３）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診） 
 （４）乳児家庭全⼾訪問事業 
 （５）養育支援訪問事業等 
 （６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 
 （７）⼀時預かり事業（⼀時保育事業） 
 （８）時間外保育事業（延⻑保育事業） 
 （９）病後児保育事業（病児・病後児保育事業） 
 （10）放課後児童クラブ・放課後子ども教室 
 （11）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
 （12）実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業 
 （13）多様な事業者の参入促進・能⼒活⽤事業 
※（12）（13）は量の見込み及び確保方策等は設定しない。 
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２ 教育・保育提供区域の設定 

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に
移動することが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教
育・保育の整備の状況等を総合的に勘案して設定するものです。 

子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育提供区域ごとに、教育・保育施設及
び地域子ども・子育て支援事業の量の⾒込みと確保方策の記載が必要です。 

本村では、⼀部の地域で人口増がみられるものの、⽣活圏域等を考慮し、区域設定
をすることが必ずしも教育・保育のサービス向上につながるとはいえないことから、
榛東村全域とします。 
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３ 児童人口の推計 

・本村の児童人口は、転入等により、横ばいから微増で推移しています。 
・当面の同様な状況が続き、出⽣数を年間 110 人程度と想定した場合の児童人口（18 歳未

満）の推計を⾏いました。また、５章「子ども・子育て支援制度における給付・事業」の
対象となる 0〜11 歳児について、年齢別の推計を⾏いました。 

■児童人口の推計 

 

■給付・事業の対象となる児童人口の推計（基準日：４月１日）         （単位：人） 

 
実 績   推計   

平成 31 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０歳児 101 113 112 111 112 113 

１歳児 132 106 118 117 116 117 

２歳児 124 140 113 126 125 124 

３歳児 140 133 150 121 135 134 

４歳児 133 143 136 154 124 139 

５歳児 118 132 142 135 153 123 

６歳児 112 123 138 149 141 160 

７歳児 127 114 125 140 151 143 

８歳児 140 127 114 125 140 151 

９歳児 123 138 125 112 123 138 

10 歳児 121 122 137 124 111 122 

11 歳児 152 121 122 137 124 111 

計 1,523 1,512 1,532 1,551 1,555 1,575 

357 359 343 354 353 354

391 408 428 410 412 396

379 364 377 414 432 454

396 381 384 373 358 371

844 842 834 805 806 791

2,367 2,354 2,366 2,356 2,361 2,366

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成31年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

令和5年度

(2023)

令和6年度

(2024)

(人）

中学生・高校生等

（12～17歳児）

小学生・高学年

（9～11歳児）

小学生・低学年

（６～８歳児）

幼児

（３～５歳児）

乳幼児

（０～２歳児）

【推計】
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４ 幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策 

４－１ 認定区分等 

子どものための教育・保育給付や子育てのための施設等利⽤給付の利⽤を希望する
保護者に、利⽤のための認定（保育の必要性の認定）を⾏います。 

 

区分 対象者 利用施設 

１号認定 
子どもが満３歳以上で、専業主婦（夫）家庭、就労時間が短い家庭 

幼稚園 
認定こども園 子どもが満３歳以上で、共働きであるが、幼稚園を利⽤ 

【２号要件を有する】 

２号認定 子どもが満３歳以上で、共働きの家庭 
保育園 
認定こども園 

３号認定 子どもが満３歳未満で、共働きの家庭 
保育園 
認定こども園 
地域型保育 
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４－２ 計画期間の量の見込みと確保方策 

国の基本指針等に沿って、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の⾒込
み」を以下のとおりとします。 

（１）認定区分別の量の見込み 

①１号認定・２号認定 

・３〜５歳児のすべての児童が１号認定⼜は２号認定を受けると想定し、令和元年
度の１号認定と２号認定の⽐率をもとに推計を⾏いました。 

・１号認定は 160 人程度、２号認定は 250 人程度で推移し、令和３年度に最も多
くなると想定されます。 
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令和３年度
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令和４年度

（2022）

令和５年度

（2023）

令和６年度

（2024）

(人）

１号認定 ２号認定 【推計】
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②３号認定 

・実績をもとに、０歳児の 10％程度、１・２歳児の 60％程度が認定を受けると想
定しました。 

・３号認定のうち０歳児は 11 人程度、１・２歳児は 150 人程度で推移すると⾒込
みます。 

■３号認定数の推計（０歳児） 

 

■３号認定数の推計（１・２歳児） 

 

■３号認定数の推計 
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（２）提供体制の確保方策 

村は、設定した「量の⾒込み」に対応するよう、「教育・保育施設及び地域型保育
事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定します。 

①１号認定（３歳以上） 

・利⽤⾒込み（150 人程度）に対し、村内施設での対応（定員 220 人）が可能です。
利⽤が⾒込みを上回った場合でも、さらに 70 人程度の受け入れが可能です。 

②２号認定（３歳以上） 

・利⽤⾒込み（250 人程度）に対し、村内施設（定員 189 人）では 60 人程度の不
⾜が想定されます。 

・村内施設での１号認定としての受け入れや、村外施設での広域利⽤のほか、新た
な確保方策を検討します。 

 

■１号認定・２号認定（３歳以上）                      （単位：人） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

見込量      

 １号認定 155 162 155 156 150 

 ２号認定 253 266 255 256 246 

確保方策      

 特定教育・保育施設      

  １号認定 220 220 220 220 220 

   うち村内施設 220 220 220 220 220 

  ２号認定 189 189 189 189 189 

   うち村内施設定員 189 189 189 189 189 
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②３号認定 

・3 号認定のうち０歳児は、⾒込み（11 人程度）に対して、村内施設（定員 23 人）
での対応が可能です。 

・１・２歳児の利⽤⾒込み（150 人程度）に対し、村内施設（定員 118 人）では 30
人程度の不⾜が想定されます。村外施設での広域利⽤のほか、定員の確保に向けて
検討します。 

 

■３号認定（０～２歳） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

３号認定・見込量 
     

 ０歳児 11 11 11 11 11 

 １～２歳児 150 141 148 147 147 

 特定教育・保育施設      

  ０歳児 23 23 23 23 23 

   うち村内施設定員 23 23 23 23 23 

  １・２歳児 118 118 118 118 118 

   うち村内施設定員 118 118 118 118 118 
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４－３ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）利用者支援に関する事業 

教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・
助⾔等を⾏うとともに、関係機関との連絡調整等を⾏います。 

令和 2 年度から、新た⺟子保健型（子育て世代地域包括支援センター）を開設しま
す。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施か所数 
基本型・特定型 1 か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

母子保健型 1 か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

（２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

地域子育て支援拠点事業は、公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子

の交流・育児相談等の基本事業を実施するものです。 

村内では５か所（保育所等３園、幼稚園２園）で実施しています。 

基本的な事業として、①交流の場の提供・交流促進、②子育てに関する相談・援助、③地

域の子育て関連情報提供、④子育て・子育て支援に関する講習等があります。 

年間 6,000 人以上の利用者が想定されますが、引き続き利用率を高めるための PR の強化

や、事業内容の充実を図ります。 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（年間延人数） 6,415 6,188 6,318 6,318 6,350 

確保方策（実施か所数） 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

  



41 

（３）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査） 

妊婦に対して健康診査を実施する事業は、⺟子保健法第 13 条で、⾃治体が必要に
応じて妊産婦に対して健康診査を⾏うことを規定されていることを根拠に実施して
いる事業です。 

対象者数（人口推計の０歳児人口を出⽣数と想定）は、110 人程度、延利⽤者数は
1,400 人程度で推移すると想定されます。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（年間延利用者数）人 1,416 1,403 1,416 1,428 1,428 

確保方策（実施率）   100％   

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

乳児家庭全⼾訪問事業は、⽣後４か⽉までの乳児のいる家庭に助産師・保健師が訪
問し、育児相談、子育て支援に関する情報提供や養育環境の把握等を⾏います。 

対象者数（人口推計の０歳児人口を出⽣数と想定）は、110 人程度で推移すると想
定されます。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実訪問乳児数） 113 112 111 112 113 

確保方策（実施率）   100％   

 

（５）養育支援訪問事業等 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能⼒を向上さ
せるための支援（相談支援、育児等）を⾏う事業です。 

本村では、本事業としては実施せず、必要に応じて保健師等が家庭訪問をするとと
もに、妊産婦の支援として「産前・産後サポート事業」を実施しています。 
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（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

子育て短期支援事業は、保護者の疾病や仕事等により、家庭において子どもを養育
していくことが⼀時的に困難な場合に利⽤できる事業です。 

ニーズ調査から年間数人程度を⾒込まれますが、本村単独での事業の実施は困難で
あることから、今後もニーズの把握を⾏いながら、近隣市町と連携により、提供体制
を検討します。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延利用者数） 3 3 3 3 3 

 

（７）一時預かり事業（一時保育事業） 

⼀時預かり事業は、家庭において保育を受けることが⼀時的に困難となった乳児⼜
は幼児について、主として昼間において、保育園その他の場所で⼀時的に預かる事業
です。 

幼稚園児を対象とした⼀時預かり（⼀時保育）は、年間延 7,800 人程度が⾒込まれ
ます。また、在園児以外（主に３歳未満の在宅児童）は、年間延 240 人程度が⾒込ま
れます。それぞれの必要量を確保できる⾒込みです。 

 
■幼稚園における在園児（１号認定）を対象にした一時預かり（一時保育） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（年間延人数） 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800 

確保方策（延利用者数） 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

 

■主に在園児以外（主に３歳未満の在宅児童）を対象 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用の見込み（延人数） 239 231 236 236 237 

確保方策 

（延人数） 

在園児以外  250 250 250 250 250 

ファミリー・サポート 

・センター事業  
50 50 50 50 50 
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（８）時間外保育事業（延長保育事業） 

保育園利⽤者を対象に、通常の保育時間以降に保育を希望する場合に提供する事業
です。 

保護者の就労形態の多様化により、児童数は減少するものの、延⻑保育ニーズは増
加すると想定し 190 人程度と⾒込みます。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実利用者数） 194 195 193 193 189 

確保方策 
実利用者数 210 210 210 210 210 

施設数 3 3 3 3 3 
 

 

（９）病児保育事業（病児・病後児・体調不良児対応型） 

病児保育事業は、発熱等で急に病気になった児童を病院等の専⽤スペースで保育及
び看護ケアを⾏う「病児対応型」、病気の回復期にあたる児童を病院等の専⽤スペー
スで保育する「病後児対応型」、保育中に体調不良となった児童を保育等の医務室等
で緊急的な対応等を⾏う「体調不良児対応型」の３つに分類されます。 

病後児対応型は、村内で平成 30 年 8 ⽉に開所した病後児保育施設「こもれび」で
実施しており、⾒込み量に対する確保方策は整っています。 

体調不良時対応型は、村内の３保育所等で実施しています。 
なお、病児対応型については、村内で実施している施設はありません。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の 

見込み 
病後児対応型（延人数） 120 120 120 120 120 

確保方策 

病後対応型（延人数） 720 720 720 720 720 

体調不良児対応型（施設数） 3 3 3 3 3 
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（10）放課後児童クラブ・放課後子ども教室 

放課後児童クラブ（学童保育所）は、主に保護者が就労等により昼間は家庭にいな
い小学⽣に、適切な遊びや⽣活の場を与えて、児童の健全育成を図るものです。 

また、放課後子ども教室は、保護者の就労の状況に関わらずすべての児童を対象と
し、放課後の時間に地域の⼤人と過ごしながら、交流や遊び等を提供する事業です。 

放課後児童クラブ（学童クラブ）は、低学年の 37％程度、高学年の 15％の利⽤希
望を想定し、低学年人口増を踏まえると、低学年では 170 人程度、高学年では 60 人
弱の利⽤が⾒込まれます。 

 

■利用者数の推移・量の見込み 

 

 

（各年度４月１日時点） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

放課後児童クラブ 

量の見込み 

（登録児童数） 

低学年 136 141 155 162 170 

高学年 58 58 57 54 56 

放課後児童クラブ 

確保方策 

（登録児童数） 

低学年 190 190 190 190 190 

高学年 50 50 50 50 50 

クラブ数 5 5 5 5 5 

放課後子ども教室（か所数） 2 2 2 2 2 

413 398 390 389 379 364 377 
414 432 454 
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（11）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

児童の預かり等の援助を希望する者（依頼会員）と、援助を⾏うことを希望する者
（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を実施する事業です。本村では、
「しぶかわファミリー・サポート・センター」の利⽤が可能です。 

ニーズ調査では、小学⽣児童が放課後定期的に過ごす場所としてのニーズはありま
せんでした。⼀方、ファミリー・サポート・センターは、放課後の居場所だけでなく、
就学前児童も含めて様々なニーズ（子どもの預かり）に対応できる事業でもあります。 

平成 31 年度の登録会員は８１人で、まかせて会員（提供会員）は 17 人、おねが
い会員（依頼会員）は 57 人、提供兼依頼会員は７人でした。 

本村では、近年依頼会員の登録件数が増加しており、子育て援助活動事業に対する
需要が増加していることから、提供会員の確保に努めます。 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

特定教育・保育施設が実費徴収・上乗せ徴収を⾏う際、実費負担の部分について低
所得者の負担軽減を図るため、公費による補助を⾏う事業です。 

特定教育・保育施設の保育料については、国が定める公定価格をもとに村が保護者
の所得に応じて、利⽤者負担額を設定することとしていますが、実費徴収についても
低所得者の負担軽減策の１つとして実現可能か検討していきます。 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

特定教育・保育施設への⺠間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事
業者の能⼒を活⽤した特定教育・保育施設等の設置⼜は運営を促進するための事業で
す。 

本章内で設定した「量の⾒込み」及び「確保方策」では、2・3 号認定の受け入れ
が不⾜する⾒込みであることから、新規施設等の参入について積極的に検討していき
ます。 
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４－４ その他の推進方策 

（１）幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進方策 

教育・保育の⼀体的な提供の推進においては、子どもが健やかに育成されるよう教
育・保育機能の充実（ソフト的整備）と施設整備（ハード的整備）を⼀体的に捉えた
環境の整備が重要です。 

幼児期の教育・保育は、⽣涯にわたる人格形成の基礎を培う時期であることから、
子どもたちに質の高い教育・保育の提供を⾏うとともに、保護者や地域の子育て⼒の
向上に向けた支援を実施するため、教育・保育の⼀体的な運営の推進を図ります。 

 

（２）産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な

利用の確保 

村は、保護者が産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保
育事業を利⽤できるよう、休業中の保護者に対して情報提供を⾏います。 

 

（３）子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する群馬県

が行う施策との連携 

村は、児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭の⾃⽴支援の推進、障害児など特別
な支援が必要な子どもの施策の充実など、県が⾏う施策との連携を図るとともに、村
の実情に応じた施策を関係する各機関と連携を密にして展開します。 

 

（４）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために

必要な雇用環境の整備に関する施策との連携 

村は、仕事と⽣活の調和の実現のための働き方の⾒直しを図るために、県、地域の
企業、労働者団体、子育て支援活動を⾏う団体等と連携しながら、地域の実情に応じ
た取組を進めます。 
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第６章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたって、村内関係機関と連携して横断的な施策に取り組むととも
に、保育所・幼稚園等の子ども・子育て支援事業者、学校、企業、住⺠と連携して、
多くの方の意⾒を取り入れながら取組を広げていきます。また、社会情勢の急速な変
化にも柔軟に対応し、事業に的確に反映します。新たな課題についても、積極的に早
期に取り組んでいきます。 
 

２ 進捗状況の管理 

本計画の実現に向けて、計画の進捗状況を子ども・子育て会議において把握し、毎
年度点検・評価を実施します。点検、評価の結果はホームページ等で公表します。 

また、⼤きな修正・変更が必要となった場合は、計画の中間年を目安として計画の
⾒直しを⾏います。 

 

■子ども・子育て会議の役割 

・教育・保育施設や地域型保育事業に関する村の｢利⽤定員｣の設定について意⾒を
述べること。 

・村の「子ども・子育て支援事業計画」の策定⼜は変更について意⾒を述べること。 
・村の子ども・子育て支援に関する施策の推進に関して、必要な事項や実施状況を

調査審議すること。 
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資料編 

資料１ アンケート調査結果の概要 

（１）子育て環境 

 日頃、お子さんをみてもらえる⼈はいますか。（○はいくつでも） 

・「緊急時や⽤事の際には祖⽗⺟等の親族にみてもらえる」が最も高く、就学前では 64.7％、
小学⽣では 53.6％となっています。次いで、就学前、小学⽣ともに「日常的に祖⽗⺟等の親
族にみてもらえる」「いずれもない」「緊急時や⽤事の際には子どもをみてもらえる友人・知
人がいる」の順です。 

 

 

  

25.6

64.7

1.6

9.0

12.5

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時や用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもを預けられる友人・知人がいる

緊急時や用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもない

無回答 就学前（N=312)

29.4

53.6

4.4

13.0

15.4

1.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時や用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもを預けられる友人・知人がいる

緊急時や用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもない

無回答 小学生（N=293)
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（２）保護者の就労状況 

宛名のお子さんの保護者の現在の就労状況（⾃営業、家族従事者を含む）をうかがいま
す。（○は１つずつ）  

・就学前の⺟親は、「パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない」が 29.9％と最も高く、次いで「以前は就労していたが、現
在は就労していない」が 29.3％、「フルタイム（週５日程度・１日８時間程度の就労）で就
労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が 21.2％、「フルタイム（週５日程度・１
日８時間程度の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である」が 13.8％の順で
す。 

 

 

・小学の⺟親は、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」
が 46.6％と最も高く、次いで「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではな
い」が 32.9％、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 16.8％、「これまで就
労したことがない」が 1.4％の順です。 

 

  

21.2 13.8 29.9 3.5 29.3 1.6 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前・母親

（n=311)

フルタイム（週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

32.9 1.0 46.6 1.0 16.8 1.4
0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生・母親

（n=292)

フルタイム（週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
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（３）幼稚園や保育園等の利用意向 

現在、利⽤している、利⽤していないに関わらず、宛名のお子さんの平日の幼稚園、保
育園などの利⽤について、「定期的に」利⽤したいと考える事業をお答えください。 

（○はいくつでも）  

・「認可保育園（県等の認可を受けた定員 20 人以上のもの）」が 49.4％と最も高く、次いで「認
定こども園（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）」が 47.4％、「幼稚園（通常の就園時間）」
が 40.4％、「幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延⻑して預かるサービス）」が 26.3％
の順です。 

 

 

宛名のお子さんについて、土曜日と日曜日・祝日に、幼稚園や保育園等の利⽤希望（一
時的な利⽤は除く）がありますか。※土曜日の結果のみ掲載 

・土曜日は、「ほぼ毎週利⽤したい」が 9.9％、「⽉に１〜２回は利⽤したい」が 26.5％、「利
⽤希望はない」が 59.6％となっています。 

 

  

49.4

47.4

40.4

26.3

4.5

4.5

2.6

2.2

1.9

1.0

0.6

2.9

0.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

認可保育園

認定こども園

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育

小規模な保育施設

ファミリー・サポート・センター

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

家庭的な保育

その他の保育施設（認可外保育所等）

その他の園等

利用する必要はない

無回答 就学前（N=312)

9.9 26.5 59.6 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期利用

希望あり

（ｎ=302)

ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 利用希望はない 無回答【土曜日】
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（４）病児・病後児保育の利用意向 

この１年間に、宛名のお子さんが病気やけがにより、利⽤されている園等を利⽤できな
かったことはありましたか。（○は１つ）             

・「あった」が全体では 72.5％で、年齢が低いほど割合が高くなっています。 

 

 

どのように対処しましたか。 

・「⺟親が休んだ」が 78.6％と最も高く、次いで「親族・知人に子どもをみてもらった（同居
している場合も含む）」が 31.7％、「⽗親が休んだ」が 18.6％、「⽗親⼜は⺟親のうち就労し
ていない方が子どもをみた」が 16.6％の順です。 

 

 

【「父親が休んだ」⼜は「⺟親が休んだ」とお答えの⽅】 

病児・病後児保育を利⽤したいと思いましたか。（○は１つ） 

・「できれば利⽤したかった」が 39.8％、「利⽤したいと思わなかった」が 59.3％です。 

 

  

72.5 23.0 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平日の定期利用あり

（ｎ=200)

あった なかった 無回答

78.6

31.7

18.6

16.6

3.4

0.7

0.0

0.0

2.8

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

母親が休んだ

親族・知人に子どもをみてもらった（同居している場合も含む）

父親が休んだ

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

子どもだけで留守番をさせた

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

その他

無回答 園等を休んだことがあった（ｎ=145)

39.8 59.3 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親・母親が

休んだ

（ｎ=118)

できれば利用したかった 利用したいと思わなかった 無回答
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（５）一時預かりの利用意向 

私⽤やリフレッシュ目的、冠婚葬祭や親の病気、あるいは就労のため、宛名のお子さん
について、一時預かりを利⽤したいと思いますか。  

・「私⽤（買い物、習い事等）リフレッシュ目的」が 33.7％、「冠婚葬祭、子どもの親の病気」
が 28.2％、「不定期の就労」が 15.4％の順です。 

・⼀方、「利⽤する必要はない」は 45.8％となっています。 

 

 

この１年間に保護者の⽤事等により、宛名のお子さんを泊まりで家族以外に預けなけれ
ばならないことはありましたか。（○は１つ）          

・「あった（預け先が⾒つからなかった場合を含む）」が 12.8％、「なかった」が 85.9％です。 

 

  

33.7

28.2

15.4

3.2

45.8

4.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

私用（買い物、習い事等）リフレッシュ目的

冠婚葬祭、子どもの親の病気

不定期の就労

その他

利用する必要はない

無回答 就学前（N=312)

12.8 85.9 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（N=312)

あった（預け先が見つからなかった場合を含む） なかった 無回答
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（６）子育て支援センター・児童館の利用意向 

子育て支援センターや児童館について、今は利⽤していないができれば利⽤したい、あ
るいは、現在利⽤していて利⽤回数を増やしたいと思いますか。 

・「子育て支援センター」「児童館」ともに 35.3％、「利⽤したくない、必要がない」が 37.8％
となっています。 

 

宛名のお子さんは、現在、児童館を利⽤されていますか。 

・「利⽤している」が 5.8％、「利⽤していない」が 93.5％です。 

 

【「利⽤していない」とお答えの⽅】 

現在、利⽤していない理由は何ですか。（○はいくつでも） 

・「特に理由はない」が 35.8％と最も高く、次いで「利⽤したいが近くにない」が 28.1％、「時
間がない」が 27.0％、「利⽤方法がわからない」が 19.0％の順です。 

 

  

35.3

35.3

37.8

8.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

子育て支援センター

児童館

利用したくない、必要がない

無回答
就学前（N=312)

5.8 93.5 0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

（N=293)

利用している 利用していない 無回答

35.8

28.1

27.0

19.0

3.3

12.0

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

特に理由はない

利用したいが近くにない

時間がない

利用方法がわからない

サービスの質に不安がある

その他

無回答 小学生・児童館未利用（ｎ=274)
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（７）子育て関連事業の利用状況 

次の村の事業やサービスを利⽤したことはありますか。（それぞれ○は１つ） 

・就学前で「利⽤したことがある」割合が高いものは、「③子育て支援センター」（60.9％）、「①
両親学級、すくすく教室」（53.8％）、「⑥ 幼稚園や保育園の園庭等の開放」（44.6％）とな
っています。 

 

 

・小学⽣で「利⽤したことがある」割合が高いものは、「④児童館」（36.2％）、「① 保健相談セ
ンターの教室・相談」（22.9％）となっています。 

 

53.8

35.9

60.9

2.9

3.8

44.6

36.5

5.8

35.6

34.9

49.7

30.4

33.0

37.8

33.3

49.0

50.3

33.0

7.1

7.4

5.1

53.8

48.1

15.1

8.3

34.3

23.4

4.2

7.1

3.5

10.3

10.3

7.1

6.1

9.6

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 両親学級、すくすく教室

② 保健相談センターの教室・相談

③ 子育て支援センター

④ 家庭教育に関する学級・講座

⑤ 教育相談

⑥ 幼稚園や保育園の園庭等の開放

⑦ 児童館

⑧ 子育ての総合相談窓口

⑨ 赤ちゃん訪問事業

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らない 無回答就学前（N=312)

22.9

7.5

12.3

36.2

3.4

55.6

37.5

43.3

45.4

46.1

18.1

50.2

39.6

16.4

45.4

3.4

4.8

4.8

2.0

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 保健相談センターの教室・相談

② 家庭教育に関する学級・講座

③ 教育相談

④ 児童館

⑤ 子育ての総合相談窓口

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らない 無回答小学生（N=293)
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（８）放課後児童クラブの利用意向 

宛名のお子さんについて、今後の放課後児童クラブ（学童保育）の利⽤意向をうかがい
ます。 

・「利⽤希望がある」は全体では 28.7％、学年別にみると、「低学年（１〜３年⽣）」では 42.5％、
「高学年（４〜６年⽣）」では 12.9％となっています。 

・利⽤したい学年は、「６年⽣（まで）」が 53.6％と最も高く、次いで「４年⽣」が 20.2％、「３
年⽣」が 10.7％、「５年⽣」が 10.7％の順です。 

 

 

 

宛名のお子さんについて、今後の放課後児童クラブ（学童保育）の利⽤意向をうかがい
ます。（土曜日）【小学生】 

・土曜日の「利⽤希望がある」が 12.3％、「利⽤希望はない」が 84.0％です。 
・利⽤したい学年は、「６年⽣（まで）」が 58.3％と最も高く、次いで「４年⽣」が 13.9％、「５

年⽣」が 11.1％の順です。 

 

  

28.7 68.9 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

（N=293)

利用希望がある 利用希望はない 無回答

1.2

1.2

10.7

20.2

10.7

53.6

2.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

１年生

２年生

３年生

４年生

５年生

６年生

無回答

小学生・放課後児童クラブ・平日の利用希望あり（ｎ=84)

12.3 84.0 3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

（N=293)

利用希望がある 利用希望はない 無回答
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（９）子育て全般について 

宛名のお子さんを育てているあなたの今の気持ちはどうですか。（○は１つ） 

・「楽しい」の割合が最も高く、就学前では 59.0％、小学⽣では 47.4％、次いで「まあまあ楽
しい」が高く、就学前では 30.1％、小学⽣では 38.6％で、合わせた割合は、就学前で 89.1％、
小学⽣で 86.0％です。 

 

 

村の子育ての環境や支援への満⾜度についてお聞きします。（○は１つ） 

・就学前では、「満⾜」が 41.3％と最も高く、次いで「どちらともいえない」が 39.1％、「⼤
変満⾜」が 9.6％、「不満」が 7.4％、「⼤変不満」が 1.6％の順です。 

・小学⽣では、「どちらともいえない」が 45.1％と最も高く、次いで「満⾜」が 42.0％、「不
満」が 6.8％、「⼤変不満」が 3.1％、「⼤変満⾜」が 2.4％の順です。 

 

59.0

30.1

8.0

1.0

0.3

0.3

1.3

0％ 20％ 40％ 60％

楽しい

まあまあ楽しい

どちらともいえない

あまり楽しくない

楽しくない

その他

無回答
就学前（N=312)

47.4

38.6

11.6

1.0

0.3

0.0

1.0

0％ 20％ 40％ 60％

楽しい

まあまあ楽しい

どちらともいえない

あまり楽しくない

楽しくない

その他

無回答 小学生（N=293)

9.6 41.3 39.1 7.4
1.6

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（N=312)

大変満足 満足 どちらともいえない 不満 大変不満 無回答

2.4 42.0 45.1 6.8
3.1

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（N=293)

大変満足 満足 どちらともいえない 不満 大変不満 無回答
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